
※複数役務に参入する事業者がいるため、役務別提供者数の合計と特定信書便事業への参入事業者数とは一致しない。 
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○特定信書便事業への参入は平成２８年１１月２５日時点で４８９者。１年平均で約３６者が新規に参入。                 
○平成２７年度の引受信書便物は約１，５６３万通で、対前年度比１．１倍（約２０２万通）の増加                       
○平成２７年度の信書便事業の売上高は約１４６億円で、対前年度比１．１倍（約１８億円）の増加。 

＜特定信書便事業への参入事業者数及び役務別提供者数の推移＞ 

特定信書便事業の現状 【参考資料】 

       
                                              



（平成28年11月25日現在） 

北海道：１８者 

注：本社所在地別でカウント 

参入事業者数 

 全 国 :  ４８９者 
  

東北：１６者 

関東：１５７者 

信越：１０者 

東海：５６者 
近畿：８７者 

中国：３４者 

沖縄：１０者 

九州：７１者 
四国：１２者 

                特定信書便事業者の地域別参入状況 

高知県 ０者 
徳島県 １者 
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愛媛県 ７者 
計 １２者 
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